
 

 

 

 

 

 

令和７(２０２５)年度 

事業報告書 
 

 

２０２５年４月  １日から 

２０２６年３月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人 日韓産業技術協力財団 

 

 



目   次 

 

 Ⅰ．概  要                                  １ 

Ⅱ．理 事 会                                  ２ 

Ⅲ．評議員会                                  ３ 

Ⅳ．主要事業活動                                ４ 

  １．日韓ビジネス交流促進事業 

（１）日韓中小企業ビジネス促進事業 

（２）日韓ビジネスフロンティア交流・商談会  

  ２．産業・技術・人材交流事業 

（１）在韓日本企業 CSR活動支援事業 インターン実習プログラム 

（２）日韓海外・地域間産業連携事業 

   ａ．第三国展開事業 

   ｂ．シンポジウム 

ｃ．日韓地域間交流促進事業（九州・北陸） 

（３）次世代若手人材交流 

  ３．日韓協力関係調査 

    （１）日韓経済連携関連事業 

       ａ．新産業貿易会議 

ｂ．日韓経済人会議  

（２）各種調査・研究事業 

（３）財団ホームページ整備 

Ⅴ．日韓両財団「連絡協議会」及び「連絡協議会幹事会」の開催          １８ 

Ⅵ．事務局人事                                １９ 

 Ⅶ．財団主要活動                               ２０ 

 



- 1 - 

Ⅰ．  概   要 

 

当財団設立後、事業を開始して以来 33 年が経過した。日本政府、関係機関及び産業界等

からの多大なご支援、ご協力により、活発かつ順調に事業を推進してきた。 

令和 7(2025)年度は、日韓の中小企業ビジネスマッチングを促進すると共にソウルにてビ

ジネス商談会を開催し、在韓日系企業 CSR 活動支援事業(インターン実習プログラム)、次世

代若手人材交流事業も開催することができた。長らく休止していた第三国展開事業・シンポ

ジウムについても本格的に再開した。次世代経営者交流会については外務省からの拠出金が

2 年連続（令和 7、8 年度）で停止することになり、暫く休止することとした。 

 

令和 7(2025)年度は主に政府からの拠出金 105,300 千円（経済産業省）を得て運営並びに事

業を実施した。 

 

１．当年度中、理事会４回、評議員会 2 回を開催し、財団運営の重要事項について審議、   

議決を行った。 

２．令和 7(2025)年度は、令和 6(2024)年度第 5 回理事会で承認された事業計画に従い下記事

業を実施した。（一部事業名の変更あり） 

 

１）日韓ビジネス交流促進事業 2 事業 

（１）  日韓中小企業ビジネス促進事業 

（２）  日韓ビジネスフロンティア交流・商談会 

 

 ２）産業・技術・人材交流事業 5 事業 

（１）  在韓日本企業 CSR 活動支援事業 インターン実習プログラム 

（２・ａ）日韓海外・地域間産業連携事業 第三国展開事業 

（２・ｂ）日韓海外・地域間産業連携事業 シンポジウム 

（２・ｃ）日韓海外・地域間産業連携事業 日韓地域間交流促進事業（九州・北陸） 

（３）  次世代若手人材交流 

 

３）日韓協力関係調査 4 事業 

（１・ａ）日韓経済連携関連事業 新産業貿易会議 

（１・ｂ）日韓経済連携関連事業 日韓経済人会議 

（２）  各種調査・研究事業 

（３）  財団ホームページ整備 

 

 

以 上 
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Ⅱ．  理  事  会 

 

 

 当年度の理事会の概要は以下のとおりである。なお、表決が必要な事項については、すべて

原案どおり異議なく承認された。 

 

１．第 1回理事会 

１）日 時  2025年 6月 12日（木） 午後 3時 45分～午後 4時 00分 

２）場 所  経団連会館 5階 502号室 

３）議 題  第 1号議案 令和 6年度事業報告書及び財務諸表承認の件 

       第 2号議案 令和 7年度第 1回評議員会招集の件 

 

２．第 2回理事会 

１）日 時  2025年 6月 26日（木） 午後 3時 55分～午後 4時 00分 

２）場 所  経団連会館 5階 ルビールーム 

３）議 題  第 1号議案 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事選定の件 

       第 2号議案 事務局長委嘱の件 

                

３．第 3回理事会（書面決議） 

  １）理事会の決議があったものとみなされた日    2025年 7月 23日（水） 

  ２）決議事項  第 1号議案 令和 7年度第 2回評議員会招集の件 

 

４．第 4回理事会（書面決議） 

   １）理事会の決議があったものとみなされた日    2026年 3月 28日（金） 

   ２）決議事項  第 1号議案 2026(令和 8)年度事業計画(案)承認の件 

           第 2号議案 2026(令和 8)年度収支予算(案)承認の件 

           第 3号議案 2026年度臨時評議員会召集の件 

 

以 上 
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Ⅲ．  評 議 員 会 

 

 

 当年度の評議員会の概要は以下のとおりである。なお、表決が必要な事項については、すべ

て原案どおり異議なく承認された。 

 

１．第１回評議員会 

１）日 時  2025年 6月 25日（水） 午前 11時 00分～午前 11時 40分 

２）場 所  日韓財団会議室 

３）議 題  第 1号議案 令和 6年度事業報告書及び財務諸表承認の件 

        第 2号議案 任期満了に伴う理事及び監事選任承認の件 

        第 3号議案 任期満了に伴う評議員選任承認の件 

４）報告事項 ①令和 7年度事業計画 

       ②令和 7年度収支予算 

       

２．第２回評議員会（書面決議） 

１）理事会の決議があったものとみなされた日   2025年 8月 4日（月）  

２）決議事項  第 1号議案 理事選任承認の件 

 

 

以 上 
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Ⅳ．  主 要 事 業 活 動 

事業名 
１．日韓ビジネス交流促進事業 

（１）日韓中小企業ビジネス促進事業 

事
業
内
容 

日本企業が韓国企業とのビジネスを検討する際に直面する、パートナー探索の困難さ、言語・商習慣

の違い、信用情報不足といった課題に対応するため、日韓中小企業情報交流センター（JK-BIC）を通

じて、包括的なビジネス支援を実施した。 

オンラインおよび対面でのビジネス相談を起点に、企業探索・マッチング、信用情報提供、商談時の

コミュニケーション支援等を行い、製品・商品の売買、生産委託・受託、技術・事業提携など、幅広

い分野での日韓ビジネス展開を支援した。 

実
施
状
況 

 

■日韓中小企業情報交流センター（JK-BIC）運用状況 

 

・最近 3 年間実績 

 25 年 24 年 23 年 

会員登録数 46 47 32 

商談件数 16 23 25 

ページビュー数 17,616 33,757 27,151 

 

2025 年度の JK-BIC 運用実績は、会員登録数 46 社、商談件数 16 件、ページビュー数 17,616 件とな

った。会員登録数は前年並みを維持しており、製造業に加え、IT、医療、農水産、建築など非製造分

野からの登録も引き続き見られ、支援対象分野の裾野は拡大している。 

一方、ページビュー数は前年（33,757 件）を下回ったが、前年度には特定月に 1 万件を超える一時

的なアクセス集中が発生しており、年間数値が押し上げられていた。2025 年度はこうした異常値が

見られず、月次閲覧数は数百～数千件台で安定的に推移しており、サイト利用状況が平常水準に回帰

した結果と評価できる。 

 

■PR 活動および連携 

 

2025 年 6 月には「海外ビジネス EXPO2025（大阪）」に出展し、韓国市場進出を検討する日本企業に対

して JK-BIC の支援内容を紹介した。加えて、モノづくり、IT 関連展示会や自治体主催イベントへの

参観を通じ、ビジネス支援団体や海外展開志向企業に対する情報発信を行った。 

また、日本側では中小企業基盤整備機構、大阪国際経済振興センター、川崎市産業振興財団、韓国側

では韓国中小ベンチャー企業振興公団、大韓貿易投資振興公社東京 IT 支援センター等と連携し、商

談会参加企業募集や個別ビジネス支援につなげた。 

 

■事業成果概要  

 

相談内容としては、従来の事業・技術提携に加え、韓国フードやコスメ等の消費財輸入に関する相談

も一定数見られ、韓国産消費財への関心は引き続き高い。企業調査や信用情報提供、商談相手紹介を

通じ、言語や情報面の制約により停滞していた案件に対して実務的な支援を行った。 

今後の課題として、登録企業情報の更新頻度向上や韓国語対応を含むサイト機能の改善を進め、韓国

企業からのアクセス拡大とマッチング機会の増加を図る必要がある。 
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事業名 
１．日韓ビジネス交流促進事業 

（２）日韓ビジネスフロンティア交流・商談会 

事
業
内
容 

本事業は、日韓両国中小企業の連携によるビジネス拡大を目的として 2003 年度より継続実施して

いるものである。2025 年度は第 35 回目となる「日韓ビジネスフロンティア交流・商談会」を、日韓

両国財団の共催により韓国にて開催した。 

日本企業の調達ニーズに加え、韓国企業からの供給提案を積極的に取り入れることで、日本企業

の海外展開機会の拡大を図った。また、ESG 経営をテーマとしたビジネスセミナーを併催し、中小企

業におけるカーボンニュートラル対応等への理解促進を行った。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 

‐開催時期 2025 年 9 月 10 日(水) 開催場所 韓国ロッテホテルワールド 

 

 

                      
 

 

 

 

 

 

 

 

■開催までの活動状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日韓ビジネスセミナー 商談会会場 
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実 
 

施 
 

状 
 

況 

■商談会の結果とフォローアップネスフロンティア交流・商談会フォローアップ結果推移(1.5 ヶ月経

過後 

  2025 2024 2023 2022 2021 

日本参加企業数 19 17 16 14 13 

韓国参加企業数 34 38 22 15 21 

商談件数 56 61 33 28 34 

継続検討① 32 45 13 20 6 

商談成立② 3 4 2 0 0 

①＋② 63％ 80% 45% 71% 18% 

 

 

■ 今後に向けた取り組み 

 

今後は、従来の商談会形式を維持しつつ、特定産業分野や取引形態に特化した小規模・テーマ別商談

会の実施を検討する。また、JK-BIC の機能強化や情報発信の充実を通じて、商談会と日常的なビジネ

スマッチング支援の相乗効果を高め、日韓中小企業間の継続的なビジネス創出につなげていく。 
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事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（１）在韓日本企業 CSR 活動支援事業 インターン実習プログラム    

事
業
内
容 

・韓国の大学生が在韓日本企業で１か月間の現場実習を行うことで、日本企業の仕事の進め方

や考え方を学び日本の企業と日本への理解を深めると共に自らの能力向上に役立たせる。 

・韓国の大学生が在韓日本企業の韓国で行っているＣＳＲ活動について学習する。 

・有望な韓国の大学生を在韓日本企業へ紹介する。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

1．対象者 

・韓国の大学生・3 年～4 年生及び卒業 1 年以内の学生         合計 29 名 

2．企業募集/学生募集・選抜 

 (1)ソウルジャパンクラブとその会員企業及び在韓日本企業に受け入れを相談。 

(2)韓国全土の 145 校の大学で学生を募集。 

→学生の応募数：513 名（文系 257 名、理系 256 名） 

(3)エントリーシートによる書類選考後、154 名を面接して 42 名を選抜した。 

3．事業運営 

(1)労働者派遣制度を活用し、財団(代理：パーソルケリーコリア)と学生とで雇用契約を結び、

財団の社員として企業に派遣し、派遣後も学生をフォローした。 

(2)また、派遣前には学生に対して事前研修を行い、雇用契約を締結する機会に「守秘義務の

徹底」「就業規則の順守」などの社会人としての心構えを指導した。 

(3)財団は学生に給与として約 209 万ウォンを支払い、財団の代理のパーソルケリーコリアが

給与とそれに伴う各種保険等の支払い事務を行い、受入れ企業の費用・工数負担軽減した。 

(4)受入れ企業は学生を正社員と同様に扱い育成を行いながら業務遂行した。また、学生には

職場先輩を付けて頂いた。 

(5)実習後は学生に対して「フォローアップ研修＆修了式」を行い、企業実習成果を整理した。 

4．スケジュール 

・3 月 20 日～4 月 14 日：受入れ企業の募集、4 月 22 日～5 月 12 日：学生の募集、5 月 12

日～6 月 13 日：学生の選考と企業と学生のマッチング調整、6 月 24 日：オリエンテーシ

ョン、7 月 1 日～8 月 29 日の間 1 か月：企業実習＜合計 21 社 29 名が実習(1 名は他社正社

員内定のため、実習 4 日目に辞退)＞ 

8 月 1 日・9 月 1 日：フォローアップ研修・修了式(オンライン) 

5．実施結果 

・受入企業からは、実習生の真面目な姿勢が社内を活気づけただけでなく、AI 活用や若者の

トレンドといった新しい視点が社員への刺激となり、実務・教育の両面で意義深かったと

高く評価された。 

・学生は実務を通じたスキル習得や日系企業文化への理解を深め、一ヶ月間の経験を経て「自

らチャンスを掴む」という主体的な姿勢へと変化した。双方にとって、学びと成長のある

極めて有意義なプログラムとなった。全ての学生が積極的に取組んで実習を終了した。 

・これまでの実習修了生の中では(報告者 321名中)実習企業へは 29名、日系企業へは 141名

が就職した。 

・インターンシッププログラムに参加した学生及び企業へのアンケート調査の結果学生の満

足度が 100％（非常に満足 82.1％）と極めて高く、日本企業への就職意欲や実務理解にお

いて大きな成果が得られた。 
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事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（２・ａ）日韓海外・地域間産業連携事業 第三国展開事業    【共同事業】 

事
業
内
容 

日韓の企業は文化的に近しく他国に比べて連携が容易。技術力、人材面を含めて、お互い

の強みと弱みを組み合わせて、プロジェクトを成功させ競争力を高める可能性を秘めてい

る。よって両国企業が第 3 国にて実現した連携プロジェクト事例に対しミッションを派遣し、

事例研究とともに経済連携の新たなスタイルとして理解を深めていただく機会を提供する。 

 尚、企画／ミッション派遣難易度上昇のため、毎年ミッションを派遣してきたが、2026

年以後は隔年派遣とし、今まで以上に準備に時間を掛け、企画内容の充実を図る。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

＜実施状況＞ 

第 7 回となる今回は、バングラデシュにおける日韓の企業の取り組みを視察するため首都ダッ

カに加え、チッタゴン／コックスバザールを訪れ、企業訪問・視察を実施。 

１．日程 ： 2025 年 11月 2日（日）－11月 7日（金） 

２．参加者： 日本側：9名 ／ 韓国側：10名 ／ 通訳：2名 

３．視察先： 

(1) MRT6号線 DEPO（車両基地）視察 

① 日本 ODA 案件（総事業費 4,400億円、内円借款 約 2,600億円） 

② 三菱商事・川崎車両など本邦企業のみ。計画中の他路線で韓国企業が参画活動中。 

(2) ダッカ・シャージャラル国際空港拡張事業 視察 

① 日本による ODA。（契約金額約 2,000億円） 

② 三菱商事・フジタ組・サムスン C＆Tによる日韓企業による協業案件。 

(3) マタバリ超々臨界圧石炭火力発電所／マタバリ港開発事業 視察 

① 日本政府 ODA（合計 7期に亘る総事業費約 7,000億円。 

② 住友商事、東芝、IHI、五洋建設、POSCO E＆Cによる日韓協業案件。 

③ 隣接地で「マタバリ港開発事業（Matabari Deep Sea Project=日本政府 ODA）」 

が進行中。 

(4) Korean Export Processing Zone（KEPZ） 視察 

① 韓国 Youngone（永遠）社が所有し、合計 53施設(内 32が Youngone 社工場)を展開する繊

維／服飾を中心とした輸出加工特区指定を受けた工業団地。経営陣は原則バングラデシ

ュ人で、会長と一部非常勤役員が韓国人。 

② 湿地帯を土壌改良し、約７百万平方 ft（約 65万㎡≒東京ドーム 14個分）の敷地に 

従業員約 5万人が勤務。 

(5) BSEZ（Bangladesh Special Economic Zone） 

① ダッカ中心部から約 2㎞。第 1期 83haは開発済。第 2期 107haの開発へ着手中       

将来的には約 400haまで拡張余地あり。 

② 住友商事 61％、BEZA（バングラデシュ経済特区庁）24％、JICA 15％ 

③ 総事業費は約 130億円。更に円借款が供与され、国際水準のインフラを誇る。 

④ BSEZ内への税関誘致し、保税貨物の直接受入れを目指すなどバングラデシュとしての

「挑戦」「初事例」となることで同国の発展に寄与。また同国初の「Anti Corruption

宣言」し、同国唯一の「モデル Economic Zon指定」を受けている。 



- 9 - 

 

事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（２・b） 日韓海外・地域間産業連携事業 シンポジウム    【共同事業】 

事
業
内
容 

本年も第 3 国ミッションの派遣と連携させて実施。 

日韓両国企業が第 3 国におけるビジネス連携の拡大を目指し、第 3 国ミッション参加者と現地
の日韓経済人によるシンポジウムと交流会を開催。現地特有の文化や慣習を含めた事業推進環境や
課題について理解促進を図る。また第 3 国における日韓経済人同士の交流の機会創出にも貢献。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

＜実施状況＞ 

１． 日程 ： 2025 年 11 月 7 日（金）午後 
２． 参加者： 日本側：21 名 ／ 韓国側：12 名 ／ 通訳者：2 名 
３． 内容 ： 

① シンポジウム登壇者 

① JETRO ダッカ事務所   片岡 一生 所長 

② ダッカ日本商工会議所   菅原 学 会頭（丸紅ダッカ支店支店長） 

③ バングラデシュ投資開発庁（BIDA） Ariful Hoque 氏（Joint Secretary） 

④ 駐バングラデシュ韓国大使館  朴永植（パク・ヨンシク）全権大使 

② シンポジウム）プレゼン／意見交換要旨 

①  JETRO ダッカ事務所   片岡 一生 所長 

(ア)貿易関連 

・ バングラデッシュは、輸出の約 8 割が繊維／服飾品（HS コード 61・62 類）。 

・ 主要輸出先：欧米諸国。日本は第 9 位（全体の約 3.34%）。 

・ 主要輸入元：中国・インドが上位、日本は第 7 位（約 2.27%）。 

(イ)バングラデシュの競争力 

・ 「人件費の安さ」「豊富な労働力」―輸出競争力 

・ 「市場規模と成⻑性」―内需拡大の可能性。世界第８位の人口／平均年齢約２７歳の

バングラデシュの国民所得増大による消費拡大余力（特に日用品、消費財） 

 

② ダッカ日本商工会議所   菅原 学 会頭（丸紅ダッカ支店長） 

(ア) 2024 年時点で約 330 社の日本企業がバングラデシュに進出済。10 年で約 2 倍。

主にアパレル・繊維、製造、建設、サービス、エネルギー、貿易、物流。 

(イ) バングラデッシュ進出における課題（ダッカ日本商工会調査）： 

(i) 税制・行政手続き・法制の煩雑さ／不透明さ／解釈のばらつき（頻繁な変更、

不透明な⾏政令、解釈のばらつき、手続きの煩雑さ） 

(ii) 政策の一貫性欠如、汚職 

(ウ)日韓共同での協議・提言などに取り組み必要であり、協力可能分野も多い。 

 

③ バングラデシュ投資開発庁（BIDA） Ariful Hoque 氏（Joint Secretary） 

(ア) BIDA は、日韓両国の意見に真摯に耳を傾け、前向きに取り組む姿勢を示した。 

(イ) 2026 年の LDC 卒業は転換点。同国は、146 の政府機関の 2000 を超えるサービ

スのワンストップ化などビジネス環境（金融／税制／法制）の改善に意欲。 
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実 
 

施 
 

状 
 

況 

④ 駐バングラデシュ韓国大使館  朴永植（パク・ヨンシク）大使 

(ア)2024 年 8 月に前政権が崩壊し、暫定政府が発足してから約 1 年が経過。来年 2 

月に実施見込み（未確定）の総選挙は、⺠族主義政党とイスラム系政党の間での

対立構図が鮮明化している。 

(イ)インフレ率は 8％を超え。慢性的な財政赤字で電力価格の補填などが財政を圧迫。 

(ウ)新規分野への投資よりも既存進出企業の再投資が多い。 

(エ)平均年齢 28 歳という若年人口の多さ、地理的に欧州・中東・東南アジアに近い戦

略的立地など高いポテンシャルの一方、汚職の根絶やイスラム原理主義の台頭な

ど、政治的安定と制度的信頼性の確保が鍵。 

  

（3）レセプション （会場：The Westin Dhaka 内） 

在バングラデシュ日本国大使館 高橋直樹 公使によりご祝辞（日韓国交正常化 60 周

年、日韓合同ミッションによるバングラデシュ視察／シンポジウムの全日程の完遂）

と乾杯のご発声を賜った。 
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事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（２・ｃ）日韓海外・地域間産業連携事業 日韓地域間交流促進事業（九州） 

事
業
内
容 

九州と韓国の地域間交流を支援し、両国間の貿易・投資・産業協力を促進する目的で、両国   

政府、地方自治体、民間団体を中心に「九州・韓国経済交流会議」を 1993年度から毎年度実施

してきた。（隔年で日本・韓国内で年 1回開催）。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

「九州・韓国経済協力会議 2025」を当財団・九州経済連合会・韓国事務局（韓日経済協会）が

参加し、韓国大田市で開催した。 

 

＜「九州・韓国経済交流会議 2025」の実施内容＞ 

■九州・韓国経済協力会議 2025 

1. 日時 ： 2025年 11月 18日（火）14：00～17：25 

2. 場所 ： ホテル ICC 3 階「グランドボールルーム」 

3. 参加者 ：九州：22名、韓国：60名 

4. テーマ ：日韓国交正常化 60周年、地域経済の成長と発展に向けて 

       ～共通利益の創出・最大化～ 

●討議：地域・企業・機関間交流・協⼒事例 

・韓国：韓日国交正常化 60周年、地域経済の成⻑と発展に向けて 

・九州：日韓経済交流の新たなステージへ 

    日韓国交正常化 60周年 地域経済の成⻑と発展に向けて 

・韓国：バイオ溶媒回収システム 

・九州：韓国市場における九州⾷品企業の挑戦と共創戦略 

・韓国：釜山-福岡スタートアップエコシステム構築事例 

・九州：福岡県日韓親善協会と韓国との交流 
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事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（２・ｃ）日韓海外・地域間産業連携事業 日韓地域間交流促進事業（北陸） 

事
業
内
容 

地域間交流を通じ両国間の貿易・投資・産業協力を促進することを目的に、北陸環日本海  

経済交流促進協議会（北陸 AJEC）が取り組む「北陸・韓国経済交流会議」に協力し支援する。

「北陸・韓国経済交流会議」とは、日韓両国の地域間交流拡大を目指し、2000 年に第 1 回会議

が富山市で開催されて以降、北陸 3 県と韓国の日本海側４地域（江原道、慶尚北道、大邱広域

市、蔚山広域市）で交互に開催してきた。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

「第２１回 北陸（日本）･韓国経済交流会議」は、当財団、中部経済産業局、北陸 AJEC・北

陸経済連合会、韓国産業通商資源部、韓日経済協会などが参加し、石川県金沢市にて開催され

た。 

 

＜「第２１回 北陸（日本）･韓国経済交流会議」の実施内容＞ 

■第２１回 北陸（日本）･韓国経済交流会議 

1. 日時 ： 2025年 8月 24日（日）～27日（水） 3泊 4日 

＊本会議： 8月 26日（火）、産業視察：8月 25日（月） 

2. 場所 ：石川県金沢市昭和町 16－3 ANAクランプラザホテル金沢 

3. 参加者 ：北陸：66名、韓国：48名 

4. テーマ ：日韓国交正常化 60周年、地域経済の成長と発展に向けて  

～経済連携と交流の拡大～ 

・セッションⅠ： 日・韓会員自治体の地域活性化政策 

・セッションⅡ： ①カーボンニュートラル ②女性活躍 & DE&I ③港湾物流 
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事業名 
２．産業・技術・人材交流事業 

（３）次世代若手人材交流 

事
業
内
容 

日韓の次世代交流に適した人材を集め、交流会・討論会を開催。未来志向の若手人材が日韓の

経済現場や地域・文化・歴史拠点を視察し、独自の視点で日韓の懸け橋として何ができるかを

話し合い、開催地での発表に加え、SNS等で交流会の様子・討議内容を広く発信する。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 

［事業の狙い］ 

次世代の日韓相互理解を促進し、また将来の日韓草の根交流を担う高校生に期待し、 

（一社）日韓経済協会が韓日経済協会と共に継続してきた「日韓高校生交流キャンプ」 

の趣旨に賛同して、2019年度から支援することとした。 

 

［実施概要］ 

「第２８回日韓高校生交流キャンプ」 

１）日程：2025年 7月 31日(木) ～ 8月 3日(日) ・3泊 4日 

２）場所：韓国ソウル「ハイソウル・ユースホステル」 

３）参加者：日本側高校生：15 名 韓国側高校生：15名   計 30名 

４）プログラム概要：韓国ソウルで開催する「第 28回日韓高校生交流キャンプ」では、両国

高校生が 10人前後の日韓混成チームに分かれ、メタバスを利用した事前・期間中・事後トレー

ニングや交流活動を行ったり、未来モビリティ企業、ソーシャルベンチャーバレーなどを訪れ、

経済・文化の現場体験を行う。そのトレーニングや体験学習を基に、ソーシャルベンチャー起

業案を企画・発表し、模擬ピッチを行う。 

 

＜関連実施事業 - 「第２０回 日韓学生未来会議 」＞ 

 ：「日韓高校生交流キャンプ」の OBOG（大学生）による日韓学生会議・交流会 

１）日程：2025年 8月 4日(月) ～ 8日(金)・4泊 5日 

２）場所：北海道 札幌市 「街中スペース COVO」(会議室)「ホテルラフィナート札幌」(宿泊) 

３）参加者：日本側大学生：16 名 韓国側大学生：21名   計 37名 

４）テーマ：日韓、共に歩んだ 10年、共に歩む 10年：10+10=20 

〜過去と未来をつなぐビジネスアイデアによる日韓間の経済交流促進〜 

５）カテゴリー：エンターテインメント、環境、教育、食品、テクノロジー 
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事業名 
３．日韓協力関係調査 

（１・ａ）日韓経済連携関連事業 新産業貿易会議 

事
業
内
容 

日韓経済人会議に先立って開催する専門会議として、時宜にあわせたテーマ、共通課題など

について事前に討議を進め議論を深める目的で毎年、日韓交互に開催する。産業、貿易だけで

はなく、人材、文化、交流も含めた大きな日韓経済交流を模索する。 

日韓経済協会と韓日経済協会との共催事業。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

１．実施状況 

今年度は昨年度の日韓国交正常化 60 周年を踏まえた次のステップとして、 

「日韓がともに踏み出す、次の一歩」をテーマに掲げ、日韓経済連携を具体的行動へと 

移すための議論の場として位置付けた。 

会議の冒頭として日本側の麻生チェアマンは、「国際環境が不安定化する中、日韓両国政府 

が対話と協力に向かっていることを評価し、経済界も新しい可能性を見出し、確実に行動

へと移していくことが大切」と挨拶した。 

 

【第 26 回 日韓新産業貿易会議】 

１．日  時：2026 年 3 月 17 日（月） 13:30～18:00 

２．会  場：経団連会館 2F 経団連ホール北 

３．参加人数：日本側 49 名 韓国側 36 名 合計 85 名 

４．テ ー マ：「日韓がともに踏み出す、次の一歩」 

（１）セッション(Ⅰ)： 未来を拓く＜経済連携＞ 

          日本：狩野功  （公財）日本国際交流センター理事長 

「今後の日韓経済連携について（私見） 

           －ビジネスマン経験、国際交流、二国間政策対話の経験から－」 

韓国：權 純博(クォン・スンバク） SBJ 銀行代表理事 

「日韓スタートアップエコシステムの交流・協力」 

（２）セッション(Ⅱ)： 人がつなぐ未来、共感が育む＜持続可能な社会＞ 

日本：稲嶺夏来(イナミネ・ナツキ) 沖縄県ソウル事務所長 

「沖縄県の取組の紹介－人・もの往来の拡充と観光交流の活性化－」 

韓国：金英善(キム・ヨンソン) 慶熙大学校老人学科・Age-Tech 研究所教授 

「“超高齢社会の日韓協力のティッピングポイント２０２６” 

            Age-Tech シニア産業の展望とコア・アジェンダ」 
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事業名 
３．日韓協力関係調査 

（１・ｂ）日韓経済連携関連事業 日韓経済人会議 

事
業
内
容 

両国を代表する経済人の会議として、1969 年に第 1 回が開催されて以降、1 度も途切れるこ

となく開催。両国の企業、団体のトップが一堂に会し、経済協力関係や課題について胸襟を開

いて意見交換する。会議を総括して「共同声明」を採択し、提言する。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

１．実施状況 

（１）概況 

  日韓国交正常化 60 周年という節目にあたり、本会議も両国政府から「国交正常化 60 周年 

記念事業」認定を受け、記念ロゴを掲げた。会議が 6 月 3 日に投票日を迎える韓国大統領の 

選挙戦真最中の日程であったが、会場には、あふれた笑顔と再会を喜ぶ声があふれていた中 

で会議をスタートすることができた。会議前日の 5 月 26 日に渡韓した日本側団長団は、外交 

部・趙兌烈（チョ・テヨル）長官と産業通商資源部・安徳根（アン・ドックン）長官を表敬 

した。表敬に対し、麻生団長は、「米中は経済摩擦、EU は成長鈍化にあるなか、日韓のいる 

アジア、特に東南アジアは今も人口が増加し成長市場であるので、日韓で共同しビジネスを 

拡大していきたい」と挨拶した。 

（２）プログラム 

日  時：2025 年 5 月 27 日（火）～28 日（水） 

会  場：ロッテホテルソウル 2F クリスタルボールルームⅠ+Ⅱ 

参加人数：日本側 73 名 韓国側 214 名 合計 287 名 

テ ー マ：「日韓国交正常化 60 周年、より広く、深い日韓協力！」 

来  賓：□日本 水嶋光一 在韓国日本大使 

■韓国鄭仁敎(チョン・インギョ) 産業通商資源部 通商交渉本部長 

基調講演：□日本 小路明善氏 アサヒグループホールディングス㈱会長 

■韓国 尹鎭植(ユン・ジンシク) 韓国貿易協会会長 

日韓新産業貿易会議の報告・提言： 

      □日本 麻生 泰 日韓経済協会副会長 

      ■韓国 尹鎭植(ユン・ジンシク) ㈳韓国貿易協会会長 

  コーディネーター ：佐藤 大介 （一社）共同通信社 編集委員・論説委員 

廉載鎬(ヨム・ジェホ) 泰齋大学校 総長 

第 1 セッション：  

□日本 五島 勝也  全日本空輸㈱ 取締役執行役員 

■韓国 金東昱(キム・ドンウク) 現代自動車(株) 副社長 

□日本 高島 大浩 日本貿易振興機構（JETRO）理事 

■韓国 金民永(キム・ミンヨン) 東亜ソシオホールディングス㈱代表理事社長 

第 2 セッション：「幅広く多様な交流の実現」 

□日本 松浦 哲也 ソウルジャパンクラブ理事長／韓国三菱商事㈱社長  

■韓国 金昌範(キム・チャンボム) 韓国経済人協会常勤副会長 

□日本 出石 直 日本女子大学文学部講師 

■韓国 張濟國(チャン・ジェグク)東西大学校総長／㈳SETO フォーラム理事長 
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事業名 
３．日韓協力関係調査 

（２）各種調査・研究事業 

事
業
内
容 

（一社)日韓経済協会が刊行している「協会報」の編集に賛助し、当財団の活動 

及び連携の成果などをアピールする。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 

（一社)日韓経済協会の月刊「協会報」紙面で、当財団の活動、並びに協会と共催する 「経

済人会議」の実施状況を報告するなど、協会／財団一体の活動成果をアピールした。 
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事業名 
３．日韓協力関係調査 

（３）財団ホームページ整備 

事
業
内
容 

既存のホームページの充実及び更新等を通じて、財団事業に関する情報を積極的に PR する他、

各種資料の公開及び更新。 

実 
 

施 
 

状 
 

況 

 

日韓財団ホームページ（HP）の、より一層の充実を図り、随時新しい活動内容を情報 

開示すると共に、基幹データを更新。 

 

事業計画・収支予算・事業報告書、決算書等もアップデートし、掲載した。 

また、各事業の終了時には、写真を取り込み、結果をタイムリーに掲載する等、 

財団事業活動の PRを推進した。 

 

  なお、HPについては、レンタルサーバーのバージョンアップ等も行われており、 

それへの対応も適宜行っている。 
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Ⅴ．日韓両財団「連絡協議会」及び「連絡協議会幹事会」の開催  

 

 

1992年 6月に日韓両国政府間で合意された「日韓貿易不均衡是正等のための具体的実践計

画」の中で、両国の「産業技術協力財団」が協力して業務を実施していくよう連絡協議会を

設置することが定められており、その下部機関として幹事会を設け、必要により随時協議す

ることとなっている。 

 

 本年度は、一堂に会しての連絡協議会を開催することはできなかったが、日常的にオンライ

ンでの会議を開催し、事業方針・実務含めて協議を行っている。 

 また、相互訪問時に必ず対面での打ち合わせを開催している。 

 

以 上 
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Ⅵ．事 務 局 人 事 

 

 

 

２０２５年 ８月 ４日  藤田達也理事が就任 

 

２０２６年 ２月２７日  藤田達也理事が退任 

以 上 
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Ⅶ． 財 団 主 要 活 動 

 

月  日 事    項 

２０２５年 

  ４月２１日（月） 

 

５月１４日（水） 

２７日（火） 

 

６月１２日（木） 

 

 

     

２４日（火） 

 

    ２５日（水） 

 

 

 

 

 

     

 

２６日（木） 

 

 

 

２７日（金） 

 

 

７月 １日（火）  

５日（土） 

     

１９日（土） 

  ２３日（水） 

 

 

３１日（木） 

 

 

 

清陽監査法人による監査。（22日まで） 

 

「第 57回日韓経済人会議」結団式兼事前説明会開催（於：経団連会館） 

「第 57回日韓経済人会議」開催（於：韓国ロッテホテルソウル、28日まで） 

 

令和 7年度第 1回理事会開催（於：経団連会館） 

決議事項 

第 1号議案 令和 6年度事業報告書及び財務諸表承認の件 

第 2号議案 令和 7年度第 1回評議員会招集の件 

「第 11回在韓日系企業 CSR 支援事業」オリエンテーション実施 

（於：韓国ソウル） 

令和 7年度第 1回評議員会開催（於：財団会議室） 

決議事項 

第 1号議案 令和 6年度事業報告書及び財務諸表承認の件 

第 2号議案 任期満了に伴う理事及び監事選任承認の件 

第 3号議案 任期満了に伴う評議員選任承認の件 

報告事項 

① 令和 7年度事業計画 

② 令和 7年度収支予算 

 令和 7年度第 2回理事会開催（於：経団連会館） 

 決議事項 

  第 1号議案 理事長、副理事長、専務理事及び常務理事選定の件 

  第 2号議案 事務局長委嘱の件 

「海外ビジネス EXPO2025大阪」に出展し広報及び日韓ビジネス相談受付実施 

（於：大阪、OMM展示ホール） 

 

「第 11回在韓日系企業 CSR 支援事業」企業現場実習＜1ヶ月間＞ 

 日韓青少年交流キャンプ事前説明会開催 

（於：GROBAL VILLAGE 有楽町ハウス） 

「第三国ミッション」第 1回現地下見調査（於：バングラデシュ、25日まで） 

令和 7年度第 3回理事会 

決議事項（書面決議） 

 第 1号議案 2025年度第 2回評議員会招集の件 

「第 28回日韓高校生交流キャンプ」開催（於：韓国ソウル、8月 3日まで） 
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月  日 事    項 

８月 １日（金） 

 

４日（月） 

 

 

 

２４日（日） 

 

９月 １日（月） 

 

１０日（水） 

 

  ２０日（金） 

 

１１月 ２日（日） 

 

１８日（火） 

２０日（木） 

     

 ２０２６年 

  １月２９日（木） 

 

３月１６日（月） 

 

２７日（金） 

 

 

「第 11回在韓日系企業 CSR 支援事業」第 1回フォローアップ研修・修了式 

（オンライン） 

・「第 20回日韓学生未来会議」開催（於：北海道札幌市、8日まで） 

・令和 7年度第 2回評議員会 

 決議事項（書面決議） 

  第 1号議案 理事選任承認の件 

「第 21回北陸・韓国経済交流会議」参加（於：石川県金沢市、27日まで） 

 

「第 11回在韓日系企業 CSR 支援事業」第２回フォローアップ研修・修了式 

（オンライン） 

「日韓ビジネスフロンティア交流・商談会」開催 

（於：韓国ロッテホテルワールド） 

「第三国ミッション」第 2回現地下見調査（於：バングラデシュ、24日まで） 

 

「第三国日韓協業視察バングラデシュミッション・シンポジウム」 

（於：バングラデシュ、7日まで） 

「九州・韓国経済交流会議 2025」参加（於：韓国大田市） 

清陽監査法人による中間監査（11月 20日、27日） 

 

 

新春賀詞交歓会開催（於：ラ・ラナリータ、日韓経済協会と共催） 

 

「第 27回日韓新産業貿易会議」本会議・レセプション開催 

（於：経団連会館 2F経団連ホール北・南） 

令和 7年度第 4回理事会 

 決議事項（書面決議） 

第 1号議案 2026(令和 8)年度事業計画(案)承認の件 

第 2号議案 2026(令和 8)年度収支予算(案)承認の件 

  第 3号議案 2026年度第 1回評議員会開催の件 

 報告事項 

  ①理事退任の件 

以上 

 

 


